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自己紹介

伊吹 英明(いぶき ひであき)

出身地：東京都 出身校：東京大学経済学部

これまでの主な経歴：

平成 ３年４月 通商産業省（現・経済産業省）入省

平成１０年７月 米国留学（バンダービルド大学、MBA（Marketing））

平成１２年６月 新潟県商工労働部産業振興課長

平成１４年４月 製造産業局産業機械課課長補佐

平成２０年６月 外務省在英国日本大使館参事官

平成２３年７月 商務情報政策局文化情報関連産業課長（メディア・コンテンツ課）

平成２５年６月 商務情報政策局生活文化創造産業課長（クリエイティブ産業課）

平成２６年７月 製造産業局自動車課長

平成２８年６月 大臣官房参事官（商務流通保安グループ担当）

平成２９年７月 中小企業庁長官官房総務課長

平成３０年７月 内閣参事官（内閣官房東京オリパラ推進本部事務局参事官）

令和 元年７月 内閣審議官（内閣官房東京オリパラ推進本部事務局企画・推進統括官）

令和 ３年１０月 近畿経済産業局長
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第１部 大阪・関西万博

第２部 スマートシティ関連施策

流れ
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第１部 大阪・関西万博
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2025年日本国際博覧会
略称「大阪・関西万博」

2025年日本国際博覧会
略称「大阪・関西万博」

（公社）２０２５年日本国際博覧会協会 2021.8.19『大阪・関西万博「出展参加説明会」』説明資料より抜粋 5



大阪・関西万博の推進状況

メインテーマ

「いのち輝く
未来社会のデザイン」

公式参加表明

142カ国

８国際機関

外国・
国際機関
パビリオン

国内企業
パビリオン

（テーマ館）

シグネチャー
パビリオン

日本館
・

大阪府・市
関西広域連合

パビリオン

13 
企業・団体

8 名の

テーマ事業
プロデューサー

協賛企業34社

（日本館）
基本計画策定

（大阪パビリオン）
中小企業・スタートアップ
事業企画認定

（広域連合）
各府県毎に検討

TEAM EXPO

2025プログラム

・共創チャレンジ
・共創パートナー

政府
アクション
プラン

万博連携共創活動
共創チャレンジ登録

800チーム超

各省庁検討状況

Ver.3
12月発表

▶その他の最近の主なできごと
（2022年）
７月 コブクロ 『この地球(ほし)の続きを』

オフィシャルテーマソング決定
７月 公式キャラクター愛称が「ミャクミャク」に

決定 応募33,197作品の中から
８月 場内の「休憩所」「トイレ」等20施設の

設計を担う若手建築家が決定
９月 万博特別仕様ナンバープレート

事前申込み受付開始
10月 International Planning Meeting

（大阪・関西万博国際企画会議）開催
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⚫ 2022年４月18日に実施した３年前イベントにおいて、テーマ事業の概要を発表。
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私はあなた。私は地球。
I AM YOU

I AM YOU ～いのち動的平衡～

プロデューサー 福岡 伸一

コンセプト

今、ここに共に生きる奇跡

いのちめぐる冒険

プロデューサー 河森 正治

プロデューサー 河瀨 直美

“わたし”の中の“あなた”を知る旅

いのちのあかし

持続可能な社会の実現に向けて
食の「当たり前」をリセットし、
食べることの未来を見つめ直す場所。

EARTH MART
Sustainable Dining 

＆ Groceries

プロデューサー 石黒 浩

技術と融合することにより、
いのちの可能性を拡げる

いのちの未来

P L A Y F U L L I V E S !

プロデューサー 中島 さち子

プロデューサー 落合 陽一

デジタルヒューマンという新しい身体の写し鏡，
変形構造体建築による新しい風景の鏡，
デジタルとフィジカル二つの鏡を通じて
磨き輝く命の形を示す

プロデューサー宮田 裕章

Co-being

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

プロデューサー 小山 薫堂

コンセプト

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

コンセプト

建築イメージ

いのちの遊び場 クラゲ館

いのちが躍る、いのちが歌う、いのちがひらく。
生きている！という感覚の発露

null² 二つの鏡

Better Co-being

© LESLIE 
KEE ©蜷川実花

生物学者、青山学院大学教授

アニメーション監督、メカニックデザイナー

映画作家

放送作家、京都芸術大学副学長

メディアアーティスト

慶応義塾大学教授

音楽家、数学研究者、STEAM教育家

大阪大学教授、ATR石黒特別研究所客員所長

テーマ事業のコンセプト・展示イメージ
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⚫ 2022年２月10日に、博覧会協会において、事務総長による記者会見を行い、企業パビリオン出展者名を公表。

⚫ 2022年５月30日に各団体の代表者（社長級）から、パビリオン構想を発表。

<NTT> <電気事業連合会> <住友グループ> <パナソニック>

<三菱グループ> <吉本興業> <パソナグループ> <ゼリ・ジャパン>

<バンダイナムコ> <玉山デジタルテック> <日本ガス協会> <飯田グループホールディングス>

企業パビリオンについて

8<大阪外食産業協会> 2023年1月26日に博覧会協会が出展決定を公表。



テーマ： いのちと、いのちの、あいだに - Between Lives –

● 目指す来場者体験

• 来場者自らが、他のいのちとのつながりや循環の中で生かされている存在であり、地球といういのちの束の一部であることに気
づく機会を提供。

• 地球で起こっている持続可能性の問題を「自分たちのこと」として認識し、「炭素中立型の経済社会」や「循環型社会」といった
未来社会の実現に向けたアクションを促す。

● 展示のコンセプト

（２）循環とともにある社会の実現に向けた要素の展
示体験

○日本文化や技術、日本的な発想を手がかりに、以下
の３つの要素に着目した展示体験を提供。

①循環を見据えたものづくり

例：長く使い次に再生しやすく作るための考え方・技術の提示
（着物を最後まで使い切る工夫 等）。

②はかなく小さな生き物

例：石油代替等の分野で期待される微生物の活用の提示
（発酵文化、微生物の活動の可視化 等）。

③次のいのちへのリレー

例：日本文化の発展・継承（式年遷宮、伝統芸能 等）を振り返りつつ、
私たちがいかに知恵や社会を発展させ次世代に伝えていくかの問いかけ。

（期待される効果）
✓ 持続可能で豊かな未来に向けた気づきを得た来場者が、それ

ぞれに具体的な行動を起こしていく。

（１）循環（いのちのつながり）の体験

○日本館において一つの循環を創出し、象徴的な来場
者体験を提供。

・ 二酸化炭素や廃棄物を循環に戻していく技術・仕組みを実装。
その結果、生み出されたものを来場者が食する等の体験を提供。

例：万博会場から出される生ゴミを利用したバイオガス発電、

CO2リサイクル技術の活用、

バイオガス発電による電力を利用した藻類の栽培、

藻類等を加工し、来場者が食する等の機会を提供

（期待される効果）
✓ 二酸化炭素や廃棄物にも新たな活用方法・役割があるという

認識の変化。
✓ 発展的に循環のサイクルをつないでいくことで持続可能で豊かな

未来社会を構築していく可能性への気づき。

日本館の概要

＜2025年大阪・関西万博 政府出展事業検討会議 委員＞
池坊 専好、 古賀 信行、 コチュ・オヤ、 佐藤 オオキ、 塩瀬 隆之、 千 宗室、 鳥井 信吾（座長）、 米良 はるか 9



名称に込めた想い
▸ 外観デザインから着想を得て、

新しいものを生み出す「巣（Nest）」であることを表現。

▸ 大阪パビリオンのテーマである「REBORN」を実現するための

「巣」として、未来の大阪の可能性を感じることができる展示をめざす。

★内部空間は自然光がこぼれ落ち、風を感じ、屋根を流れる水が

まるで水の中にいるような幻想的な空間を演出。

光・風・水に包まれた環境共生建築を体験できる。

出展参加のテーマ：REBORN

展示ストーリー：ミライの都市生活

展示構成：来館者のニーズに合わせた体験

▶“「人」は生まれ変わる”、“新たな一歩を踏み出す”
という意味をテーマに込めている。

▶未来の大阪の可能性を感じることができる展示を実現させる
ため、展示全体に「ミライの都市生活」というストーリーを
設定し、2050年頃に実現が想定されるミライ都市を描く。

▶来館者のニーズに合わせた体験が選択できるようコンテン
を検討し、子どもから大人まで楽しめるパビリオンをめざす。

産学官民が連携・協力し、オール大阪で出展

大阪館（大阪ヘルスケアパビリオン Nest for Reborn）について
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大阪・関西万博の参加・協賛方法（例）

▶未来社会ショーケース事業
（フューチャーライフパーク）

・万博会場に作る未来の都市や体験ゾーンへの展示です
・未来の技術をご提案ください
（また、モビリティ・デジタル・アート・グリーン等の技術を会場全体に展開予定）

▶会場整備・運営参加
・会場内で必要な施設・物品・サービスをご提供いただく活動です
・開会まで６回に分け必要な資材を募集
・一定の要件の下、商品広告や企業ロゴを付けPRすることができます

大阪・関西万博には多彩な

参加・協賛方法があります
詳細は日本国際博覧会協会にお問合せ下さい

万博の大枠の骨格は固まっていますが、
中堅・中小企業や基礎自治体にも
ご参加を促していくことで、機運醸成に
もつながるものと期待されます。
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大阪・関西万博の参加・協賛方法（例）

▶TEAM EXPO2025プログラム
・会場外におけるSDGsなど万博と連携する共創活動の登録制度です
・活動そのものである共創チャレンジ（約270件）とそれを支援する共創パートナー

（約800件以上）があります

▶催事参加 【2023年度以降募集予定】

・地域の物産・文化・観光等の催事への参加です（PR イベント、展示商談会等）

【主催者催事】 主催者（博覧会協会）が協賛企業等と共に行う催事
【参加催事】 企業、団体、自治体等の参加により行う催事

▶営業参加 【2024年度募集予定】

・営業施設の出店（売店、レストラン）やそこへの食材等提供です

多種多様な催事会場を用意しております

▶広報・プロモーション参加 【2025年6月30日まで募集・受付予定】

・大阪・関西万博に向け、全国の方に関心を高めていただくための広報・プロモーションに
関するメディアやコンテンツ等のご提供による参加が可能

メディア提供（交通広告、屋内外看板・デジタルサイネージ、インターネット広告）

コンテンツ提供（ポスター、チラシ、カウントダウンクロック、デジタルコンテンツ、ウェブコンテンツ／素材）
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▶テーマウィーク
・1週間ごとに地球的課題をテーマに設定し、公式参加国、政府・自治体、出展企業等
の万博参加者等が集い解決策を話し合う「対話プログラム」と「ビジネス交流」等を実施



未来社会ショーケース事業

⚫ 2025年日本国際博覧会協会において、2025年の万博にふさわしい、未来を感じさせる次世代
技術・社会システムを実証する。

会場アクセスバス
会場内・外周バス
会場内パーソナルモビリティ
ロボット（会場サービス）
空飛ぶクルマ 等

DAC＋CCS、メタネーションガス
水素発電、純水素型燃料電池
CO2吸収路面素材
次世代太陽電池
帯水層蓄熱 等

ウォータープラザ水上ショー
大屋根プロジェクションマッピング
静けさの森インスタレーション
パブリックアート
パレード 等

バーチャル会場
XR演出
EXPO共創事業 等

来場者向けパーソナルエージェント
XR案内
自動翻訳システム
高速大容量通信環境
大型映像、サイネージ 等

未来の都市、住宅、環境、交通、文化
（フューチャーライフパーク）

スマート
モビリティ
万博

グリーン
万博

アート
万博

バーチャ
ル万博

デジタル
万博

フューチャー
ライフ万博
フューチャーライフ
パークを拠点に
様々なアイデアを
実装するインキュ
ベーション型事業

未来のヘルスケア
（健康医療等データ利活用、医療機器・福祉用具 等）

未来の食、農業
（フードテック、自動化、食文化 等）

未来への行動
（TEAM EXPO 2025ベストプラクティス展示）
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大阪・関西万博バーチャル会場 来場者移動EVバス

⚫ オンライン空間上に夢洲会場を3DCGで再現した
バーチャル会場を用意し、AR（拡張現実）やVR
（仮想現実）等のバーチャル技術を活用したリア
ルとバーチャルが相互に連動する様々な取り組み
を展開予定。

⚫ 実際に会場に来たくても来ることができない方々
が参加できる、インクルーシブな万博を実現する
事業。

⚫ NTTドコモを中心としたNTTグループのテクノロ
ジーと知見を活用予定。

⚫ 大勢の万博来場者の移動を、よりスマートに、
よりクリーンに実現するために、会場アクセス
バス・会場内・外周バスに、EV（電気）バス
100台を導入予定。

⚫ 自動運転レベル４での運行や走行中給電などの
新技術を融合させ、世界でも類を見ない大規模
な実証を行う。

⚫ 関西電力、大阪市高速電気軌道（Osaka 
Metro）、ダイヘン、大林組の4社のノウハウと
技術を生かして実施予定。

提供：NTT 提供：関西電力・Osaka Metro

（参考）未来社会ショーケース事業の例
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◼ 令和４年12月24日に 「2025年大阪・関西万博アクションプラン」 を策定。
①モビリティ、②エネルギー・環境、③デジタル、④健康・医療（ライフサイエンス）、
⑤観光・食・文化・教育・スポーツ、⑥科学技術、⑦その他の分野別に、内容、主体及び工程表を規定。

◼ 今回の改訂(３回目）により、全体で14施策を追加（経産省は２施策）し、登録施策数を83 （経産省
は31施策）に拡充。加えて、大阪・関西万博の開催に向けて、各施策の更なる具体化を実施。

《経産省の主な施策例》

〇空飛ぶクルマ

・万博で遊覧飛行や二地点間移動等を目指す

〇水素・アンモニア発電

・水素・アンモニア発電で電力供給を目指す

〇自動運転の推進

・会場内でEVバスの自動走行を実証

〇PHRの活用

・万博会場で、PHRを実証。
・個人の健康状態に即しカスタマイズされた
サービス体験の提供を目指す。

〇福島復興の発信

・未来社会に向けて最新技術を活用し
た被災地の創造的復興、そして食・芸
術・伝統等の発信

〇中小企業/スタートアップのPR

・未来志向の中小企業の製品やテクノロ
ジーを発信。

・グローバルのスタートアップ関連プレイヤーの
呼び込みを目指したカンファレンスを実施。

「未来社会の実験場」の具体化；「アクションプラン」の改訂概要
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⚫ 万博は世界中が関西に注目する国際イベント。

⚫ 2025大阪・関西万博には、外国人350万人を含む2820万人の来場が予想される。

⚫ このような人々を万博会場の展示のみならず関西各地・日本各地の産業や文化に触れていただき、

地域毎のブランドやイベントの良さを感じていただくことで、地域を世界にアピール。

万博を契機とした地域の活性化

関西、日本全体をパビリオンに万博のパワーを活用し

世界の目を「自地域」へ引きつける

■ 自地域への誘客と地域の魅力発信 ■ 大学や研究機関のパビリオン化

■ 国際イベントの開催誘致 ■ 国際交流のチャンス／ホストタウン

■ SDGs達成のための地域の取組の加速 ■ 自社の独自技術を国内外に発信 等々

地域において、
考えられる取組例
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万博に向けた関西の各地域の取組例 （大阪府 河内長野市）

河内長野市 ～「住民主体で目指すまちの課題解決」～

• 河内長野市は、全国に点在する郊外型都市のモデルケースとなるような課題解決とアフターコロナの

新たな住民ライフスタイルの実現を図るべく、スーパーシティ構想を推進中。

• 現在、7人乗り電動ゴルフカートを使用した自動運転バスや、地域住民が運転するオンデマンドバス

の実証実験を実施中。令和4年度には、静脈生体認証を活用した地域電子通貨（キャッシュレ

ス）の導入、遠隔診療などの実証実験を実施予定。

2022.2.3 「万博活用セミナー」
河内長野市発表資料から引用抜粋



万博に向けた関西の各地域の取組例 （滋賀県 甲賀市）

◼ 2025 大阪・関西万博を活用し、信楽焼を「グローバル市場でも認知される日本を代表するやき
ものブランド」として発信する。

◼ 信楽焼をフックに、甲賀の地場産業（茶・薬・地酒）や観光資源（忍者など）を広く発信し、
「オール甲賀」で地場産品の収益向上と観光誘客をめざす。

⚫ 元・窯元の施設群を公共施設としてリノベーションし、新たな観光交流
拠点として活用するとともに、元・窯元の施設や商店街空き店舗等を
陶芸作家やシェフ、アーティスト等のクリエイターが創作や観光事業に
取り組む拠点として活用を計画中（令和4年度先導的官民連携支援事
業（国土交通省）採択）

⚫ 官民連携で窯元散策路など面的な観光まちづくり事業を推進。

【元・窯元の施設群】 【窯元散策路】

▶ 信楽焼のブランディング検討

▶ 観光誘客

▶ 日本六古窯としての取組

※令和3年度、信楽焼の産地関係者等により検討された
ブランドコンセプト

「日本六古窯サミット2022in 信楽」を開催

• 令和4 年10 月7 日(金)～10 日(月・祝)

• 2025 年に万博が関西で開催されることを踏まえ、次の千年に向けた
新たな出会いを生む「開かれた」催しを予定。

「日本六古窯（にほんろっこよう）」 ：
古来の陶磁器窯のうち、中世から現在まで生産が続く代表的な6つの産地（越
前・瀬戸・常滑・信楽・丹波・備前）の総称。2017年春、日本遺産に認定。

忍者薬業朝宮茶

▶ 数多くある甲賀市の魅力と連携
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地域一体型オープンファクトリーとは、

• ものづくりに関わる中小企業や工芸品産地など、
一定の産業集積がみられる地域を中心に、

• 企業単独ではなく、地域内の企業等が面として
集まり、

• 生産現場を外部に公開したり、
来場者にものづくりを体験してもらう取組

KANSAI OPEN FACTORY REPORT rec.2021
（近畿経済産業局）

関西における地域一体型オープンファクトリー

KANSAI OPENFACTORY REPORT 
rec2022. LOCAL KNOWLEDGE 

SHARE 地域を越えて伝播する
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１2の地域ブランド支援モデル一覧

▶兵庫県三木市

▶兵庫県淡路島

▶大阪府泉佐野市 他 ▶和歌山県和歌山市 他

▶奈良県広陵町

▶京都府和束町

▶滋賀県甲賀市

淡路島の食と香り

播州織

▶兵庫県西脇市 他

丹後織物

▶京都府京丹後市 他

▶福井県鯖江市

鯖江のめがね

信楽焼

奈良酒

▶奈良県内

和束茶

泉州タオル

三木の酒米等

和歌山ニット

▶兵庫県丹波篠山市

丹波篠山の黒大豆等

広陵くつした

12の地域ブランド支援モデル一覧 通商部 地域ブランド展開支援室
０６－６９６６－６０５４
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⚫ 東南アジア（タイ、マレーシア、インドネシア）の旅行会社に対し、産業施設や地域ブランド等の体験型産業観
光コンテンツ情報及びそれらを使った商品化ノウハウや差別化ポイントを伝える研修を実施。これにより、大阪・
関西万博を起点とした、外国人観光客の地方部への周遊を促進。

⚫ 当局が支援してきた事業者の中で、インバウンド受入に積極的な１９の体験型産業観光施設を『食・健康体
験』と『伝統・ものづくり体験』に分けて、“KANSAI UNIQUE EXPERIENCE”として現地旅行事業者に紹介。

■食・健康体験
施設名 見学内容

福井 ESHIKOTO 日本酒黒龍の貯蔵庫見学

滋賀 楽入陶房 壺中庵 作陶・茶道体験

京都 京都おぶぶ茶苑 和束茶の茶摘み体験

大阪
コンペイトウミュージアム コンペイトウの手作り体験、見学

カタシモワイナリー ワイン工場・ぶどう園の見学

兵庫 杵屋 城下町の和菓子作り体験

奈良 梅乃宿 清酒製造工程の見学、試飲

和歌山
湯浅醤油 九曜蔵 湯浅醤油醸造蔵の見学や工程の説明

秋津野 みかん収穫、お菓子調理、宿泊体験

施設名 見学内容

福井
タケフナイフビレッジ 越前打刃物の製造工程の見学

うるしの里会館 職人工房の見学、絵付け体験

滋賀 黒壁スクエア ガラス製品の展示、制作体験

京都 将大鍛刀場 刀の工房見学、小刀づくり体験

大阪 SEKAI HOTEL 布施商店街の周遊体験

兵庫
光洋製瓦 いぶし瓦の工場見学、制作体験

淡路人形座 人形浄瑠璃の鑑賞

奈良

竹茗堂左文 茶筌の制作実演、制作体験

錦光園 にぎり墨の制作体験、展示

あかしや 筆づくり体験

■伝統・ものづくり体験

体験型産業観光コンテンツ（KANSAI UNIQUE EXPERIENCE）の例

ESHIKOTO 楽入陶房 壺中庵 将大鍛刀場

KANSAI UNIQUE
EXPERIENCE
冊子より抜粋
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④工程表

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

Personal Health Record（PHR）を活用した万博体験

①実施概要

（実施主体）未定

（実施場所）FLE（フューチャーライフエクスペリエンス）

（実施期間）一部期間

②今後の実施方針
・実証イメージを博覧会協会と連携して検討。

③予算
（ヘルスケア産業基盤高度化推進事業）

令和５年度概算要求額：950百万円の内数

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/he

althcare/phr.html

万博アプリとの連携

万博でのPHRを
活用した体験提
供の実施イメー
ジに係る調査

博覧会協会において企画しているPHR事業について、経済産業省としても必要なサポートを実

施。 具体的には、以下を検討する。

・会場におけるPHRを活用した体験の提供について、実施イメージに係る調査を行う。PHRを活用

することで、個々人の健康状態に即してカスタマイズされたサービス体験が可能な状態を目指す。

・開催前（ex.チケット販売時）から、各事業者が提供するPHRサービスへのデータ入力を推奨。

入力者に対しては、「EXPOポイント」と連携したインセンティブを用意。

PHRを活用した
万博体験万博でのPHRを活用した体験提供に向けた企画・検討・準備

４．健康・医療（ライフサイエンス）

連絡先 経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課
03－3501-1790
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これまでの歩みと今後の予定

（公社）2025日本国際博覧会協会 2022年8月説明資料より抜粋、一部更新 23
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第２部 スマートシティ関連施策
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⚫ スマートシティは、ICT 等の新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営等）の高度化により、
都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、また新たな価値を創出し続ける、持続可能な都市や地域であり、
Society 5.0の先行的な実現の場と定義されている。

⚫ 統合イノベーション戦略2020等に基づき、Society5.0の総合的ショーケースとして政府をあげてスマートシティの
取組を推進している。

スマートシティとは

25

※内閣府HPより抜粋

※内閣府・総務省・経済産業省・国土交通省・スマートシティ官民連携プラットフォーム 「スマートシティガイドブック（概要版）」より抜粋



⚫ 令和元年8月、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省は、スマートシティの取組を官民連携で加速する
ため、企業、大学・研究機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「スマートシティ官民連携プラットフォー
ム」を設立。

⚫ プラットフォームを通じて、事業支援、分科会の開催、マッチング支援、普及促進活動等の実施により、会員のス
マートシティの取組を支援。

スマートシティ官民連携プラットフォーム

26※スマートシティ官民連携プラットフォームHPより抜粋



⚫ スマートシティの全国での計画的な実装に向けた取組の一環として、内閣府・総務省・経済産業省・国土交通
省は連携し、「スマートシティ関連事業に係る合同審査会」を設置して、提案の公募・採択・実施について、関
係府省一体で取り組んでいる。

スマートシティ関連事業

27

※合同審査の対象事業 概要説明資料より抜粋令和４年度のスマートシティ関連事業（合同審査の対象事業）



⚫ デジタル田園都市国家構想は「新しい資本主義」の重要な柱の一つ。地方の社会課題を成長のエンジンへと
転換し、持続可能な経済社会の実現や新たな成長を目指す。

⚫ 構想の実現により、地方における仕事や暮らしの向上に資する新たなサービスの創出、持続可能性の向上、
Well-beingの実現等を通じて、デジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会、いわば「全国どこでも
誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。これにより、東京圏への一極集中の是正を図り、地方から全国
へとボトムアップの成長を推進する。

⚫ 国は、基本方針を通じて、構想が目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方の取組を支援。特に、データ
連携基盤の構築など国が主導して進める環境整備に積極的に取り組む。地方は、自らが目指す社会の姿を
描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組を推進。

デジタル田園都市国家構想とは

28

※デジタル田園都市国家構想HP
「デジタル田園都市国家構想とは」より抜粋
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digitald
enen/about/index.html

※令和4年6月 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局「デジタル田園都市国家構想基本方針について」より抜粋

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digitaldenen/about/index.html


⚫ まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、2023年度から2027年度までの５か年の新たな総合戦
略を策定。デジタル田園都市国家構想基本方針で定めた取組の方向性に沿って、各府省庁の施策の充実・
具体化を図るとともに、KPIとロードマップ（工程表）を位置付け。

デジタル田園都市国家構想総合戦略 （令和4年12月23日閣議決定）

29

※内閣官房 「デジタル田園都市国家構想総合戦略 概要」より抜粋デジタル田園都市国家構想の実現に向けた新たな主要KPI



⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向けた地方における取組を促すため、地方がイメージしやすいビジョンの一
例としてスマートシティを提示。

⚫ デジタル田園都市国家構想総合戦略において、構想の実現に向けた施策とスマートシティ施策を連携させて取
り組むことが示されている。

デジタル田園都市国家構想とスマートシティの関係

30

※内閣官房 「デジタル田園都市
国家構想総合戦略 概要」より
抜粋



31※内閣官房・内閣府 「デジタル田園都市国家構想交付金 デジタル実装タイプ TYPE1/2/3等 制度概要（令和４年12月15日）」より抜粋



デジタル田園都市国家構想交付金 採択事例（静岡県浜松市・令和3年度補正予算）

32※内閣官房・内閣府 「デジタル田園都市国家構想推進交付金デジタル実装タイプ（TYPE2/3）の採択事例」より抜粋



Digi田甲子園

33

⚫ 「冬のDigi田甲子園」について

➢ デジタル田園都市国家構想を全国津々浦々で力強く進めていくため、構想実現に向けた機運醸成を図る
観点から、幅広く民間企業や団体など様々な主体の取組を募集し、特に優れたものを内閣総理大臣賞とし
て表彰する『冬のDigi田（デジデン）甲子園』を開催。

➢ 応募総数172件から審査委員による事前審査の結果、インターネット投票候補46件を決定。1月24日
（⽕）から、デジタル田園都市国家構想ウェブサイトにおいて、インターネット投票を開始。

※内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成資料より抜粋



「夏のDigi田甲子園」指定都市・中核市・施⾏時特例市区分の受賞団体

34※内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成資料より抜粋



デジタル田園都市国家構想総合戦略 ～施策の方向と重要施策分野の例～

35※内閣官房「デジタル田園都市国家構想総合戦略 概要」より抜粋

＜施策の方向＞

＜重要施策分野の例＞

◼ 地域交通のリ・デザイン

◼ 遠隔医療

◼ こども政策

◼ 地方創生

◼ テレワーク

◼ 教育DX

◼ 観光DX

◼ 地域防災力の向上



第２部 スマートシティ関連施策

①ヘルスケア
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公 募 期 間：2022年5月9日～31日

実 施 期 間：交付決定日(7月中)～2023年2月末

補助上限額／採択予定件数：

<実証事業＞ 1,000万円（補助率1/2）／ 4件程度

<事業可能性調査> 500万円（補助率1/2） ／ 3件程度

経 済 産 業 省

間接補助事業者（事業者）

（申請）↑ ↓（補助：補助率10/10）

（申請）↑ ↓（補助：補助率1/2）

【事業体制】

執行管理団体

⚫ 健康経営、ＰＨＲの促進、地域における健康課題に着目し、募集テーマを設定。
⚫ 申請内容に今後の事業計画（５か年）を追加し、ビジネスモデルを評価。
⚫ サービスを実施することによって得られる効果を具体的に示すＫＰＩ（アウトプットではなくアウトカム）を設定

し、計測する提案を評価。

【募集テーマ】

令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業費補助金
（地域や職域の課題に応えるビジネスモデル確立に向けた実証事業）概要

① 従業員の業務パフォーマンスを改善するサービス

（例：従業員の行動変容を起こして健康維持・増進を実現する健康経営実践企業向けサービスについて、従業員の業務パフォーマンスを

マネタイズのKPIに設定し検証する。）

➁ 従業員の健康課題となっているメンタルヘルスや生活習慣病などに係るサービス

（例：生活・職場環境や年齢などによる疾患リスクの軽減を図るため、対象となる健康課題を特定して、従業員の「予防」や

「再発防止」等のステージ別でのニーズに合わせたサービスモデルを検証する。）

③ ＰＨＲを活用したサービス

（例：マイナポータル等を活用した健診・検診データ、ライフログデータといったPHRの活用に加えて、ICT・IoTを取り入れることに

よる業務効率の改善などの医師や保健師、看護師、自治体のニーズにあった新たな健康維持・増進サービスモデルを検証する。）

④ 地域における潜在的な健康課題に対しアプローチするサービス

（例：ライフスタイルに合わせた健康課題に対し、地域の拠点（スーパー・コンビニ・薬局・美容院・フィットネスジム等）と連携し、健

康維持・増進に繋がる行動変容を促すサービスモデルを検証する。）
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令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業
（地域や職域の課題に答えるビジネスモデル確立に向けた実証事業）一覧

代表団体 事業名

株式会社メディヴァ 在宅高齢者向け早期エンパワメント・早期介入による健康寿命延伸事業

株式会社NTTドコモ マイナポータルを活用したフレイル予防サービス

株式会社電通 PHRの社会実装に向けたかかりつけ薬剤師ユースケースの実証

サンドディー・アイ・ジー株式会社 健康に無関心なシニアでものめりこめる、ロゲイニングを応用したエンタメ型ヘルスケアサービスの提供

株式会社阪急オアシス 小売：スーパーマーケット事業

シルタス株式会社 食事管理アプリ「SIRU＋」を用いた健康意識向上と行動変容加速プロジェクト

emol株式会社 認知行動的的介入手法を用いたセルフヘルプアプリ「emol」を活用した従業員のメンタルヘルス不調改善事業

⚫ 実証事業は、①PHRの社会実装を目指すサービスや、②従業員の健康課題を特定してニーズに合わせ
たサービス、③地域の潜在的な健康課題に対応するサービスを重点的に募集し、７団体にて実証中。

〇地域や職域の課題に応えるビジネスモデル確立に向けた実証事業（７団体）
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医療DXの推進について（医療DX推進本部）

⚫ 医療DXに関する施策について、関係行政機関の密接な連携の下、政府一体となって推進してい
くため、医療DX推進本部及び推進本部幹事会を設置。

⚫ 医療DXに関する施策をスピード感をもって推進していくため、令和5年春に工程表を策定。
以降は、各省庁で取組を推進。定期的に幹事会で実施状況等のフォローアップを行い、必要に
応じて推進本部を開催。

医療DX推進本部幹事会
（医療DXの具体的施策の検討）

・議長：木原内閣官房副長官
・議長代理：デジタル副大臣、厚生労働副大臣
・副議長：藤井内閣官房副長官補
・構成員：関係省庁の審議官級が中心

関係省庁
（医療DXの具体的施策の企画・立案・実施）

デジタル庁、厚生労働省、総務省、経済産業省

医療DX推進本部
（医療DXの施策推進に係る司令塔）

・本部長：総理
・本部長代理：内閣官房長官、デジタル大臣、厚生労働大臣
・構成員：総務大臣、経済産業大臣

推進体制 具体的に推進すべき施策

（１）「全国医療情報プラットフォームの創設」

オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定
健診等情報に加え、予防接種、電子処方箋情報、自治体検診情
報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報について
共有・交換できる全国的なプラットフォームを創設。

（２）「電子カルテ情報の標準化等」

医療情報の共有や交換を行うに当たり、情報の質の担保や利便性・
正確性の向上の観点から、その形式等を統一。その他、標準型電子
カルテの検討や、電子カルテデータを、治療の最適化やＡＩ等の新し
い医療技術の開発、創薬のために有効活用することが含まれる。

（３）「診療報酬改定ＤＸ」

デジタル人材の有効活用やシステム費用の低減等の観点から、デジタ
ル技術を利活用して、診療報酬やその改定に関する作業を大幅に効
率化。これにより、医療保険制度全体の運営コスト削減につなげるこ
とを目指す。

医療DX推進本部（第1回:令和4年10月12日）
資料3を元に経済産業省において作成
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医療DXの推進に向けた経済産業省の取組

健康医療情報（PHR: Personal Health Record）は、国民の健康増進のために使われ、国民が
そのメリットを実感できてこそ、真の価値を発揮するもの。

民間活力を活かしながら、国民が自らのニーズに応じて、安全安心に活用できる環境を整備する。

３．安全安心なサービス提供に向けたエビデンスの整理
• 関連する医学会と連携して、ヘルスケアサービス提供に関し、必要なエビデンスの整理や、それに基づく
指針等を作成。事業者の適切なサービス提供を促進。

1．国民が価値を感じられる新たなサービス（ユースケース）の創出
• 実証事業を通じて、①日常生活での活用（小売・飲食・フィットネス等の生活関連産業との連

携）、②医療機関での活用を推進し、新たなサービスの創出を加速化。

• 上記議論を実施する体制整備や、民間事業者と連携した新たなサービス創出を推進するため、
③業種横断的なＰＨＲ事業者団体設立に向け、関係者との調整や事務局機能の支援（資金
面含む）を実施。（R５年度前半の団体設立を目指す。）

2．データ標準化・適切な情報の取り扱いなどの事業環境の整備
• ①ライフログ（歩数や睡眠など）のデータ標準化や、②適切な情報の取り扱いに係るルール整備

（同意取得、セキュリティなど）を通じて、様々なサービスが適切に創出される事業環境を整備。

医療DX推進本部（第1回:令和4年10月12日）
資料7（経済産業大臣提出資料）
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ＰＨＲ（Personal Health Record）の全体像

⾏動変容等の自己管理をサポート

記録・閲覧

・・・

運動不足を改善 食を改善

ユースケース① 日常における利活用

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、
管理栄養士等の医療従事者等

医療従事者等と相談しながら、自身の健康増進等に活用

ユースケース② 医療機関等受診時における利活用

公的な医療・健康情報
（健診・レセプト・電子カルテ等）

⇒ 2020年:乳幼児健診
2021年:特定健診、レセプト（薬剤）
2022年:がん検診、学校健診
など、順次提供開始。
2024年以降：電子カルテ情報

（検査値、医療画像等）

公的インフラとして制度整備を進める 民間事業者と連携して環境整備を進める

令和３年４月、総務・厚労・経産の３省庁で、
マイナポータル等からの健診等情報を扱うPHR事業
者の遵守すべきルールの指針を策定。

マイナポータル
を通じた
API連携

PHR
事業者

今後、民間事業者とともに、ルール整備が必要

⇒ 経産省において、ＰＨＲ事業者団体の設立と、
業界自主ルール整備の支援を実施

民間事業者の情報
（ライフログ）

⇒ 歩数、脈拍、睡眠、食事 など

課題①ユースケースの創出 課題②ポータビリティ等に向けた標準化等の議論
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◼ 設立準備企業◼ 団体の役割・期待

① データの標準化

② サービス品質の担保

③ 健康医療情報（PHR）を活用したユースケースの創出

◼ 団体に係るスケジュール

・ 入会意向アンケート開始： 令和５年１月～

・ 会員募集開始： 令和５年４月頃～
・ 団体設立： 令和５年中旬（P)

業種 社名 役職（当時） 氏名

通信
日本電信電話株式会社

代表取締役社長
社長執行役員

澤田 純

KDDI株式会社 取締役執行役員常務 森田 圭

保険

ＳＯＭＰＯホールディングス
株式会社

グループ CEO 取締役
代表執行役会長

櫻田 謙悟

住友生命保険相互会社 取締役 代表執行役社長 高田 幸徳

製薬
エーザイ株式会社 代表執行役COO 岡田 安史

塩野義製薬株式会社
取締役副社長
兼 ヘルスケア戦略本部長

澤田 拓子

医療・健康
機器

オムロン株式会社
オムロン ヘルスケア株式会社
代表取締役社長

荻野 勲

テルモ株式会社 専務経営役員 鮫島 光

電子版お薬
手帳

シミックホールディングス
株式会社

代表取締役CEO 中村 和男

健康関連ア
プリ

株式会社エムティーアイ 代表取締役社長 前多 俊宏

株式会社Welby 代表取締役 比木 武

株式会社FiNC
Technologies

代表取締役 CEO 南野 充則

オンライン診
療

株式会社MICIN 代表取締役CEO 原 聖吾

ITベンダー
富士通株式会社

富士通Japan株式会社
代表取締役社長

砂田 敬之

TIS株式会社 代表取締役社長 岡本 安史

ＰＨＲサービス事業協会（仮称）について

⚫ 令和４年６月、各社トップが集まり令和５年度の設立に向けてＰＨＲ事業者団体の設立宣言を実施。事業
環境整備を進める本団体の設立支援を行うことで、ＰＨＲを活用したユースケース創出に繋げていく。
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第２部 スマートシティ関連施策

②モビリティ
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⚫新たなモビリティサービスの社会実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と企
業の協働による意欲的な挑戦を促す「スマートモビリティチャレンジ」プロジェクトを国土交通省・経済
産業省で2019年4月より開始。今年度も継続して展開。

⚫スマートモビリティチャレンジ推進協議会では、MaaSに関する情報発信や会員同士のマッチング、シン
ポジウム開催などの地域・企業等の連携強化を促進する取組を実施。

⚫2021年度は、実証実験で得られた成果や課題を踏まえ、新しいモビリティサービスの社会実装に向
けた知見集(令和３年度版)を作成し、発信。
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/smart_mobility_challenge/20220405_report.html

ニーズに
応じた支援

フィールド提供、
データ共有、
成果報告

「スマートモビリティチャレンジ推進協議会」
情報共有、地域・事業者マッチング、成果共有、課題抽出等

民間事業者 地方自治体
大学・研究機関

協議会に情報提供
提言づくり等に参画

情報提供・
課題分析

地域・事業者の更なる連携に向けた経産省・国交省の取組

地域新MaaS
創出推進事業
（経済産業省）

日本版 MaaS
推進・支援事業
（国土交通省）

全355団体(内自治体116) ※2022年9月末時点

その他（全国での独自の取組）

スマートモビリティチャレンジプロジェクト
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令和元年度 令和2年度 令和3年度

✓ 科学的な知見に基づく安全対策を
組み込み「人・技術・管理＋補償
＋導入ノウハウ」をパッケージ化し
横展開可能なモデルを構築。

✓ 町内他地域へ上記モデルをベース
に横展開を実施。

✓ 自動運転が住民の足となるま
での移動課題の解決を目的
に、住民同士の支え合い交
通として“近助タクシー”の取り
組み開始。

✓ 利便性向上に向け、定時定
路線からフルデマンド化や福
祉施設との連携を実施。

✓ 令和２年度10月から実用
化（有償化）したものの、定
額チケットの発行等が功を奏
し、順調に利用増。

⚫ 全国でも先進的に自動運転の取り組みが進められている福井県永平寺町において、自家用有償旅客運送制
度を活用したMaaS事業「近助タクシー」を実施。

⚫ 大本山永平寺から“線的”に輸送を担う自動運転「Zen drive」を“面的”に補完する役割を担っており、町の
「公共交通を活用して地域課題を解決する姿勢」を背景として、率先して様々な実証・検証に取り組んだ上で、
社会実装に至る。他地域への横展開に挑む。

先進事例の横展開支援（福井県永平寺町）
※令和３年度スマートモビリティチャレンジの先進パイロット地域
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令和元年度 令和2年度 令和3年度

✓ 大阪商工会議所が事務局となり、
大都市型MaaSの社会実装を目
指し同業他社・異業種の垣根を
越えた連携の創出を目的に設置。

✓ 鉄道大手7社を含む交通事業社
を始め、IT,リテール等幅広い事業
者が250社以上が参画。

✓ MaaSを使った“密”緩和策に注目し、全
国の先進事例を調査し、大都市型
MaaSのあり方を提言。

✓ 調査事業で得た知見やNWを基に令和3
年度事業の実証の座組・事業内容を構
築。

✓ 都市部の過密緩和を目的に、梅田・
京橋地区のアパレル店舗と協力し、イ
ンセンティブ付与による行動変容（時
間的・地理的分散）を促す実証実
験を実施。

⚫ 一般的に大都市ではステークホルダーが多く、座組の構築すら困難と言われる中で、大阪商工会議所が旗振り
役となり、同業他社・異業種の垣根を越えた連携体が実現。

⚫ 「過密」を大都市に共通する地域課題と捉え、MaaSを活用した“密”緩和と地域経済活性化の両立を目指す。

大都市型MaaSの実装支援（大阪府大阪市）
※令和３年度スマートモビリティチャレンジの先進パイロット地域
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2025年に大阪・関西万博を控える中、ＭａａＳの取組に関して、交通・観光分野をはじめとする幅広い業種間での連携を促進し、取組を
協同で実施することを目的として、官民による会議体「関西ＭａａＳ推進連絡会議」を設置（令和３年12月）。

○構成メンバー
【経済界】 （公社）関西経済連合会、大阪商工会議所
【観光・万博関係】 （一財）関西観光本部、大阪観光局、（公社）2025年日本国際博覧会協会
【交通関係】 関西鉄道協会、関西ＭａａＳ検討会（７社※）、近畿バス団体協議会、近畿ハイヤータクシー協議会、阪神高速道路株式会社

【自治体】 関西広域連合、大阪府、大阪市 【国】 近畿運輸局、近畿地方整備局、近畿経済産業局、近畿総合通信局
※大阪市高速電気軌道(株)、近鉄ＧＨＤ(株)、京阪ＨＤ(株)、南海電気鉄道(株)、西日本旅客鉄道(株)、阪急電鉄(株)、阪神電気鉄道(株)

推進体制

・2022年11月8日 「関西ＭａａＳ推進連絡会議」を開催し、関西ＭａａＳアプリの概要を公表（プレス発表）
・2022年秋以降 関西ＭａａＳのアプリ開発に着手
・2023年夏目処 関西ＭａａＳのサービス提供開始（以後、順次サービスを拡充）

万博
アプリ

プラットフォーム

プラットフォーム

関西
MaaS
アプリ

プラット
フォーム

鉄道

観光
アプリ

万博
入場券

駐車場

パーク＆
ライドバス

万博
駅シャトル

②各種予約･決済機能の連携
混雑情報の提供

マイカー利用者 シャトルバス

利用者

個社
アプリ

バス

タクシー

船

観光団体

商業関係者

デマンド交通

ｖ

〇経路検索
〇運行情報
〇予約・決済機能
〇観光情報、施設情報
〇サポート機能
・観光レコメンド機能
・アプリの多言語化等

③先進的･先導的機能の付加
観光コンテンツの充実
インバウンド対応

①各種交通モードの情報や
機能の集約 ・

・

スケジュール（予定）

・ 多様な公共交通の情報や機能を集約し、ワンストップ化。多様な移動者・来訪者に対してシームレスなサービスを提供。
・ 大阪・関西万博アプリと連動し、シャトルバス等の予約・決済機能、運行情報等の動的情報等に関するサービスを提供。
・ 様々な先進的・先導的な機能を付加し利用者の満足度向上を図るほか、着地型観光ツアー等の情報提供、企画乗車券の販売等、
関西各地への周遊につながる観光コンテンツの充実、多言語対応等によるインバウンド対応を実現。

目指す方向性

サービス提供のイメージ

関西MaaSについて
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近畿運輸局 HP掲載資料より抜粋
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日本版MaaS推進・支援事業 令和3年度採択事例
（令和3年8月24日 国土交通省発表資料より）



第２部 スマートシティ関連施策

③エネルギー
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脱炭素先⾏地域

51※内閣官房 「デジタル田園都市国家構想総合戦略 概要」より抜粋



「カーボンニュートラル燃料拠点」の形成支援

52

2023年1月4日 水素政策小委員会/アンモニア等脱炭素燃料
政策小委員会 合同会議 中間整理から抜粋



53

2023年1月4日 水素政策小委員会/
アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会

合同会議 中間整理から抜粋



54※令和4年11月16日 交通政策審議会 第86回港湾分科会資料より抜粋



55※令和4年11月16日 交通政策審議会 第86回港湾分科会資料より抜粋



第２部 スマートシティ関連施策

④その他

（中小・中堅企業DX、デジタル人材の育成、等）
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◼ 地域企業のDX推進及びサイバーセキュリティ推進支援事業を展開する（一財）関西情報センターKIIS、ロ
ボット導入支援で多くの実績を持つ（公財）大阪産業局、AM（Additive Manufacturing）の普及・市
場形成を目的とした（一社）日本AM協会が連携し、地域企業のDXを推進するコミュニティを形成。

◼ 企業課題に応じたDX･ロボット化･AMの伴走支援等を通じて総合的な課題を解決し、地域企業の業務プロ
セスの抜本的改革による生産性向上や新規価値創出を支援する。

◼ また、「関西サイバーセキュリティ・ネットワーク」（関西SEC-net、※）を発足し、関西におけるセキュリティの推
進基盤として、人材発掘・育成、情報交換、機運醸成の場を提供。サイバーセキュリティで重要な、「知る」た
めの取組を進める。 （※）共同事務局：近畿経済産業局、近畿総合通信局、(一財)関西情報センター(KIIS)

（公財）大阪産業局

製造分野における自動化促進
に向けて、導入候補企業の掘り
起こしを行うとともに、SIerコミュ
ニティと連携しながら導入に向け
たプロジェクトを創出する。

（一社）日本AM協会

AMは製造プロセスの大部分が
デジタル化・自動化されることか
ら、DXのキーテクノロジーの一つ
と位置付け、AMの普及・活用
による企業のDXを促進する。

KIIS ※代表機関

地域企業のDX推進伴走支援と
それらを実現する上で必要不可欠
なサイバーセキュリティに関する普
及啓発事業を展開。また、代表
機関として構成員との連携推進に
よる支援機能の強化を図る。

関西DX実装イニシアティブ・関西サイバーセキュリティ・ネットワーク 地域経済部 次世代産業・情報政策課
０６－６９６６－６００８

サイバーセキュリティ関連セミナーの開催、DXの事例収集・公開 等

地域企業のＤＸ推進に向けた課題分析・戦略策定の伴走型支援

DX推進に関するワークショップの開催、専門家による伴走型のコンサルティング等

地域企業とソリューション提供事業者（ITベンダー等）とのマッチング

DX関連ソリューション紹介セミナーの開催、展示会出展支援、専門家によるマッチング支援

その他、地域企業のDX推進に向けた支援活動

地域企業のDXを推進する関西DX実装イニシアティブ

57



IT導入補助金
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⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを加速するために必要なデジタル人材を育成す
るプラットフォームを構築し、企業内人材（特にユーザー企業）のリスキルを推進。

⚫ 最大の特徴は、教育コンテンツの集約・提示に加えて、民間市場には存在しないケーススタディ教育プログラ
ムや地域企業と協働したオンライン研修プログラムを提供し、DXを推進する実践人材を一気通貫で育成。

デジタル人材育成プラットフォーム
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事業の内容

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国
民間
企業等

補助（1/2）

データセンターの地方拠点整備
令和３年度補正予算額 71.0億円（＋令和４年度以降４年間で総額455 億円を国庫債務負担⾏為により支出）

商務情報政策局 情報産業課

事業イメージ

事業目的・概要

⚫データセンター（以下、DC）は、様々な社会課題解決に
資する新たなデジタルサービスの提供を支えるとともに、企業
等の営業秘密や個人情報が集積され、安全保障の観点
からも重要なデジタルインフラです。

⚫一方で、国内DCの6割は東京圏に集中しています。レジリ
エンスの強化や再生可能エネルギー活用といった課題解決
に加え、2020年代後半に普及が見込まれるポスト5Gによ
り展開される自動運転や遠隔医療・遠隔教育などのサービ
スの実現には、トラヒックの地方分散を通じた低遅延性の確
保も不可欠です。

⚫このため、DCの民間需要動向を見極めつつ、我が国全体
でのDC最適配置（新規拠点整備）を後押しします。

（２）地域拠点用地整備

• 複数のDCが集積する中核DC拠点の設置にあたり、土
地造成のための費用を支援。

（１）電力・通信インフラ整備支援

• 複数のDCが集積する中核DC拠点の設置にあたり、電
力供給や通信回線の引込等を行うためのインフラ（共同
溝等）の整備費用の一部を支援。

B区画
A区画

D区画 ・・・

C区画

＜中核DC拠点イメージ＞ ＜DC拠点例（印西大和ハウス）＞

＜共同溝イメージ＞ ＜共同溝例＞

成果目標

⚫本事業では、特にDC新規拠点の地方設置の際に障害とな
る電力・通信インフラ整備等を通じ、東京圏以外における
DC拠点の新規整備（複数件）を目指します。
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石狩

沖縄

志摩
九州

未整備ルート 東北

宮城

北茨城

南房総

宮崎
鹿児島

政府による支援 データセンター、海底ケーブル等の地方分散支援

⚫ 大規模震災の発生等が予測される我が国が、経済安全保障の観点等から、国内外のデータを「安
全・安心」に蓄積・処理できるデータ・ハブとなるため、事業者が、東京圏以外にデータセンター、海
底ケーブル、インターネット接続点等のデジタルインフラを設置する際の支援を⾏い、地方分散に
よる強靱な通信ネットワーク拠点を整備する。

⚫ これらインフラ整備は、地方の課題を解決するためのデジタル実装を通じた地方活性化に資する。

令和３年度補正予算：500.0億円（６ヵ年の基金） ※事業実施年度は令和３、４，５、６、７年度（５ヵ年） 令和８年度は出納整理年度

DC IX

陸揚局

インフラの
地方分散

海底ケーブル
新設

海
外

(インフラの立地状況 東京圏シェア)

（DC集積）

印西

海
外

陸揚局

陸揚局

東京都内

（IX集積）

（全国へ）

➢ 世界中でデータの急増する中、我が国のデータ・ハブ化の重要性
（「経済安全保障」の観点）

➢ デジタルインフラが東京圏に一極集中する一方、高まる首都圏大震災の可能性

（「国土強靱化」の観点）

➢ 地方におけるデジタルの実装を通じた地方活性化

（「デジタル田園都市国家」の観点）

➢我が国が、個人・機微情報等を安全・安心に蓄積・処理
できるデータ・ハブとなるため、地方分散による強靱な
デジタルインフラを構築。

➢地方におけるデジタルインフラの整備を通じた地方活性化、

地域内のデータ流通の効率化を実現。

補助支援

【補助率】 １／２、４／５（海底ケーブルのみ）

【補助対象】 DC（建物・サーバー等）

海底ケーブル、陸揚局舎
IX設備

【対象地域】 東京圏以外の地域
（海底ケーブルは太平洋側以外）

現状（東京圏一極集中のインフラ立地・太平洋側集中のネットワーク） 今後（DC、海底ケーブル、IXの地方分散を促進）

（通信ネットワークの状況)

DC、海底ケーブル陸揚局、IXが
東京圏に一極集中

石狩－秋田ルート
（増設を発表

（2021.10））

総務省事業（総務省HP掲載資料より抜粋）
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関西経済の魅力（未来カレンダー）
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